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3 2014年7月18日閣議及び閣僚懇談会議事録の p.3 を参照。

































5 平成26年第 7 回経済財政諮問会議における三村会長の発言による。同議事要旨の p.9 を参照。
6 少子高齢化により生産年齢人口が相対的に減少していく人口構造の変化が，経済成長等に重荷となっている
状態のことをいう。
7 50年後に 1 億人程度の人口規模を目標とする考えは，第7回「選択する未来」委員会（5月13日開催）におい
て初めて提示されたものである。平成26年第7回経済財政諮問会議における羽深成樹内閣政策統括官の発言に
よる。同議事要旨のp.17を参照。

































































13 2014年 6 月15日朝日新聞 4 面を参照。










































































20 第 1 回創生本部会合における石破地方創生担当大臣の発言による。同議事録の p.1 を参照。
21 第 1 回創生本部会合における安倍首相の発言による。同議事録の p.6 を参照。
22 第 1 回創生本部会合における安倍首相の発言による。同議事録の p.6 を参照。




























24 全国町村議会議長会 HP（https://www.nactva.gr.jp/php/topics/detail/240）を参照（2018年 9 月20日最終
アクセス）
25 第 1 回創生会議議事要旨の p.2 を参照。
◯農地転用許可をはじめ，地方が創意工夫により施策を推進する上で支障となる法令や制度等につ
いて，地方の意見を踏まえて柔軟に見直すこと，等である（地方六団体 2016a）。
また，内閣改造後の 9 月 8 日には，森民夫全国市長会会長（長岡市長）が高市早苗総務大臣と




























26 第187回国会衆議院地方創生に関する特別委員会会議録第 6 号の p.4 を参照。
27 ここでは，22名の都道府県・市町村の首長，省庁では内閣府，文部科学省，厚生労働省，国土交通省，総務
省，経済産業省，農林水産省，環境省，防衛省，外務省，消費者庁，有識者からヒアリング・意見交換が行
われた。また，同月 2 日・8 日・15日には「石破地方創生担当大臣と現場で活躍する有識者との懇談会」が
計 3 回開催され，起業経営者，NPO 法人運営者，学識者等の計10名からヒアリング・意見交換が行われて
いる。
28 第 2 回創生本部会合における石破地方創生担当大臣の発言による。同議事録の p.1 を参照。
29 第 2 回創生会議における平将明地方創生担当副大臣の発言による。同議事要旨の p.1 を参照。
あったことが読みとれる。
その後，9 月29日に召集された第187回国会（臨時国会）においては，「まち・ひと・しごと創生























本政策検討チーム 201423）。第 2 章は「政策の企画・実行に当たっての基本方針」として，ま
ち・ひと・しごとの創生に向けた政策 5 原則が提示されている。すなわち，◯自立性，◯将来性，
―  ―
30 KPI は，Key Performance Indicator の略である。































国の総合戦略の骨子（案）が示されたのは，11月 6 日に開催された第 3 回創生会議においてで
―  ―






34 なお，第 3 回創生本部会合は，12月19日に総理を含む全閣僚の持ち回りで開催されている。ここでは，まち
・ひと・しごと創生法が施行し，創生本部が法定になったことに伴って，「まち・ひと・しごと創生本部の
運営」等があらためて定められた。
































































































38 第187回衆議院本会議における安倍首相の発言による。同会議録第 5 号の p.6 を参照。
39 第 2 回創生会議議事要旨の p.8 を参照。


















































◯ 政策 5 原則等からみた事業等の内容（メニュー例への対応を含む）
◯ 地方版総合戦略の策定状況
出典まち・ひと・しごと創生総合戦略及び地域住民生活等緊急支援のための交付金に関する説明会（2015
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